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論文の内容の要旨

　本論文は，1980年代中頃以降におけるインドネシアの構造調整がインドネシアの経済発展に与えた影響を，マ

クロ計量モデルおよび計量一般均衡モデル（Co㎜putab1e　General　Equiribri㎜Mode11CGEモデル）を推計し，シ

ミュレーションの手法を適用して分析している。この分析の主要部分は1996年までの構造調整についてであるが，

第W章の後半では，実物および金融の両部門を統合したcGEモデルを用いて，1997／98年の通貨・金融危機の原

因についても，経済構造の倒面から分析している。

　1980年代申頃以降のインドネシアにおける構造調整のための施策として重要であると考えられる，（1）外国直

接投資に対する規制の緩和，（2）貿易の自由化，（3）金融の自由化について，これらが実施された背景について

インドネシアの経済発展の脈絡の中でまず論じている。

　直接投資に対する規制緩和の影響の分析では，直接投資及び対外借款を外生変数として組み込んだマクロ計量

モデルを時系列データーによって推計し，これにシミュレーションを行うという方法で分析している。この計量

モデルは需要のみならず供給をも内生化したモァルであるが，生産，輸出，経常収支，雇用の全てに関して，対

外借款に較べて直接投資のほうがより大きなプラスの効果を有することを計量的に明らかにした。

　貿易の自由化が所得分配に与えるインパクトについて分析するために，実物部門のみからなるCGEモデルにつ

き，1993年インドネシア社会会計マトリックスをもとに解を求め，これにシミュレーションを行うという手法を

用いている。貿易の自由化シミュレーションによって，インドネシアにおいてストルパー・サムエルスン定理が

示す方向に要素価格が変化すること，およびその結果として家計所得の分配は若干改善されることを確認してい

る。

　金融自由化の影響の分析に際しては，実物部門と金融産門を統合したCGEモデルから，これも1993年インドネ

シア社会会計マトリックスをもとに基本解を求め，これにシミュレーションを加えるという方法をとっている。

まず金融自由化のみが単独で行われるケースを扱っているが，このケースと比較して金融自由化と貿易自由化を

同時に行うというシミュレーションにより，後者の場合の方が生産，雇用の拡大および所得分配の改善により大

きなインパクトを与えることを示し，構造調整にかかわる部門問のシークエンス（SequenCe），スピードの問題
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の解明に実証分析の観点から若干の示唆を与えている。最後に，1997年申頃以降の急激なるルピアの減価という

ヶ一スをこのcGEモデルに外生的に伝えることによって，1997／98年の通過・金融危機の分析を行っているが，

このシミュレーションが危機の間におけるマクロ変数の変化をよく追っていることを示し，モデルが危機のメカ

ニズムの理解にも有用であることを示している。

　以上の分析結果をもとに，この研究から示唆される政策的合意について論じ，本論文を終えている。

審査の結果の要旨

　インドネシアを含む発展途上国における構造調整の意義を理論的に正確に把握し，問題を提起した上で，これ

らを実証的に分析する手法を的確に選択し，分析手法に高い習熟度を示しつつ分析を行い，かつ間題を包括的に

論じている研究である。インドネシアの構造調整について総合的に論じた点，また1997／98年の通貨・金融危機

のインパクトに関してモデル分析に成功している点も高く評価できる。構造調整のスピードおよび部門間のシー

クエンス（Sequ㎝Ce）についても，実証研究の側から理論的含意を示唆している。

　総じて，経済の構造パラメターの変化を伴う構造調整過程の経済分析という極めて困難な課題に関する計量的

実証研究に成功していることから，本研究の学術的貢献は高いものと評価できる。

　よって，著者は博士（国際政治経済学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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